
















■ 商業販売額 約2,559億円 ■ 製造品出荷額 約3,139億円
■ 農業産出額 約115億円
■ 就業構造 第1次産業…10.9％ 第2次産業…36.5％ 第3次産業…52.5％






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































○ 協働が支える「公共性」の質的な定義 ⇒ 「新しい環境権」を規定する条例へ
○ 参入先事業領域が公共的領域であることの明確化
○ 参入者（＝「新しい公共」の担い手）の適格性要件の明確化
○ 参入事業によって市民に提供されるサービスの公共品質の確保手法の明確化
○ 参入者の公平な参入機会の確保、と新たな参入事業者の涵養の手法の明確化
○ 参入者が行う事業のリスクヘッジの方法とその射程範囲の明確化
○ 事後救済型・損害填補型の現行法制度の救済不足に対し、市民が享受すべき「新しい環
境権」を市条例により具体的権利化することで、環境面から一定の対応措置を講ずる。
○ 自治法第157条の「公共的団体に対する長の総合調整権」、行政財産の協働による公共
用の利用など、上記の運営ルールを敷衍して市長が行う「指導」「監督」「処分」の内容を、
侵害留保性に応じて条例で規定。
○ 参入事業に対し、ファンドや融資資金などの市場資金が円滑に調達されるよう、専門家集
団が構成する市の組織が与信創出を担う。この組織を附属機関として条例で設置。
○ 寄付金を特定目的基金化し、事業立ち上げ期のブリッジローンとし、無利子融資を行う
原資とする。この基金を条例で設置。
地域に賦存する自然資源を、環境調和的かつ持続可能な形で、
地域住民が主体的に利用できるようルール化
東日本大震災以後、地域社会や市民が自然環境から享受すべ
き様々な価値をみなおし、条例という政策ツールで担保
25年４月
制定予定
